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本日のお話

１．JATEのご紹介

２．IPv6 Ready Logoとは

３．IPv6 Ready Logoの認定状況

４．まとめ（認定状況から分かること）



3

（財）電気通信端末機器審査協会

1985年、電気通信端末機器の技術基準適合認定を実施する事を目的に
発足以来、23年間認証業務を実施

電気通信システムの統一性、安全性及び信頼性を確保しつつ、端末機器分野の発展を促すことにより、
利用者の利便の向上に寄与することを目的として各種活動を展開

これまでの審査実績を活かして、2008年4月、国際組織IPv6 Forumと覚
書を締結し、日本のIPv6審査機関として、「日本IPv6認証センター」を発
足し、IPv6 Ready Logo認証に関する審査業務・技術支援業務を行って
いる。

１．ＪＡＴＥの概要

３．ＩＰｖ４アドレス枯渇対応に関するJATEの貢献

●

●

●

① IPv4からIPv6への円滑な移行に関する技術検討への参加

② 日本語WebによるIPv6に関する広報・啓蒙活動への貢献

③ JATEのIPv6テストラボの活用による人材育成および技術検討への貢献

2003年、情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ISMS）に関する認証業務を開始

２．日本ＩＰｖ６認証センターについて

IPv4ｱﾄﾞﾚｽ枯渇
対応ﾀｽｸﾌｫｰｽ

への貢献

IPv6 Ready Logoの審査機関として、IPv6の普及・推進に寄与する。
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IPv6 Ready Logoとは？

ＩＰｖ６ Ｆｏｒｕｍ

IPv6 Ready Logo Committee
（議長：江崎教授）

検査仕様策定・検査ﾂｰﾙ提供

米国
ニューハンプシャー大
Interoperability Lab.

中国
北京英納特網研究所

（Beijing Internet Institute)

欧州
ETSI

（フランスIRISAが担当）

日本
JATE

日本IPv6 認証センター

韓国
情報通信技術協会

（TTA)

台湾
中華電信研究所

（CHT-TL）

認証機関の認定

審査の依頼

検
査
仕
様
策
定

認
証
機
関
認
定

認
証
機
関

（認
証
を
実
施
）

IPv6 Ready Logo 
Program Office

v6PC/TAHIﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

連携
検査ソフトの開発

北米地区担当：IOL

欧州地区担当：IRISA ｱｼﾞｱ地区担当：TAHI

IETF
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関係ﾌﾟﾛﾄｺﾙ

の国際標準策定 標準化

普及促進

「IPv6 対応機器がお互いにIPv6 で通信ができる」ことを示す国際的な機能認証ロゴ

http://internet.watch.impress.co.jp/cda/parts/image_for_link/1557-823-3-1.html
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Phase-1とPhase-2の関係

NEMO：Network Mobility（ネットワーク・モビリティ）
DHCPv6：Dynamic Host Configuration Protocol version 6 

MLD：Multicast Listener Discovery(マルチキャスト受信者探索)

SIP：Session Initiation Protocol(セッション開始プロトコル)

MIPv6：Mobile IPv6（モバイルIPv6）

PMTU：Path Maximum Transmission Unit(最大伝送単位）
SLAAC：Stateless Address Auto-configuration 

ND：Neighbor Discovery(近隣探索）
ICMPv6：Internet Control Message Protocol version 6

（インターネット制御通知プロトコルv6)

Phase-1:基本的な通信機能のみを確認（シルバー・ロゴ）
Phase-2:暗号化通信などIPv6ならではの機能も確認（ゴールド・ロゴ）

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG

IPv6 Forumは、
Phase-1ではなく、
Phase-2の取得を推奨
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Phase-1 認定状況
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Phase-1 認定機種数
(as of Sep. 30th, 2008)

H20上 22件

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG
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Phase-1 国別認定数
(as of Sep. 30th, 2008)

JP:

US:

TW:

KR:

H20上 8件

H20上 9件

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG
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Phase-1 国別認定比率
(as of Sep. 30th, 2008)

JP：43%

US:17%

TW：15%

CN：14%

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG

US < JP
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Phase-2 認定状況
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Phase-2 認定機種数
(as of Sep. 30th, 2008)

Core:187

H20上 56件

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG
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Phase-2 国別認定機種数(Core)

(as of Sep. 30th, 2008)

H20上 30件

H20上 12件

H20上 8件

H20上 2件

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG
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Phase-2 国別認定比率
(as of Sep. 30th, 2008)

JP：28%

TW：12%

CN：１１%

US：39%

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG

US > JP
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・NIST(National Institute of Standards and 

Technology：米国立標準技術研究所)による政府
調達仕様と検証仕様

・連邦政府システム、国防総省システムのIPv6化

Phase2の伸びが米国で著しいのは？
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NIST Profile

• The US Gov. IPv6 Profile has been 
officially Released!!

– http://www.antd.nist.gov/usgv6/

– See FAQ.(http://www.antd.nist.gov/usgv6/usgv6-v1-faq.htm)

“The USGv6 test program is leveraging the best of the DoD test program and that of the 
international IPv6Ready Logo program (see below) to establish its testing infrastructure. While the 
form of the two testing programs may be somewhat different, it is certainly envisioned that any lab 
can become an accredited test lab for the USGv6 test program, including those labs currently 
implementing the DoD program. Thus, one-stop testing will remain feasible even if some of the 
technical details of the test regimes remain distinct. “
“There is significant overlap between the IPv6 capabilities addressed in Phase-2 of the IPv6 Ready 
Logo program and those of the USGv6 profile. The testing infrastructure (i.e., public test 
specifications, public domain and proprietary test tools, harmonized international network of test 
labs) associated with the IPv6 Ready Logo program has many attributes in common with the 
objectives of the USGv6 Test Program and represents a significant existing resource to build 
upon. For these reasons, NIST has established MOUs with IPv6 Forum members to adopt the IPv6 
Ready Logo test specifications as the initial basis for the USGv6 test program and to agree to 
maintain compatibility between the two programs going forward.”

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG

http://www.antd.nist.gov/usgv6/
http://images.google.com/imgres?imgurl=http://www.fotosearch.jp/comp/OJO/OJO160/%EF%BC%92-%E3%82%AC%E3%83%A9%E3%82%B9-%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%9A%E3%83%B3_~pe0060455.jpg&imgrefurl=http://www.fotosearch.jp/OJO160/pe0060455/&h=300&w=263&sz=13&hl=ja&start=7&um=1&usg=__kyYvGqRdCNEjwx4X7VNt9FEBlAg=&tbnid=hdYGpWoRNBDccM:&tbnh=116&tbnw=102&prev=/images%3Fq%3D%25E3%2582%25B7%25E3%2583%25A3%25E3%2583%25B3%25E3%2583%259A%25E3%2583%25B3%26um%3D1%26hl%3Dja%26rls%3DSUNA,SUNA:2006-50,SUNA:ja%26sa%3DN
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Document Source：
http://www.ipv6.org.tw/summit2008/doc/1-1-3.pdf

出展：ｖ６PC ｻｰﾃｨｹｰｼｮﾝWG

NIST Profile
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ＩＴ新改革戦略（平成１８年１月）

「今後、各府省の情報通信機器の更新に合わせ、原則として２００８年
度までにＩＰｖ６対応を図ることとする。」

第１次情報セキュリティ基本計画（平成１８年２月）
我が国が情報セキュリティ問題に取り組む上での基本方針
・ ビルトイン型の情報セキュリティ機能を持ったそもそもの基盤自体を新たに構築する観点から、ＩＰｖ６（Internet Protocol version 

6）の導入（中略）を行うことが重要。

政府機関おけるセキュリティ強化に資する新規システム（機能）の導入検討とその実現

・ 次世代の電子政府構築に向けて、政府全体の業務・システムの基盤となる共通的なプラットフォーム（中略）についてセキュリ
ティ強化を図るため、ＩＰｖ６（中略）の導入について総合的な検討等を行い、その実現を推進。

・ 特に、今後、すべての政府機関の情報システムがＩＰｖ６を早期に利用できるようにするため、原則として２００８年度までに、各府
省の情報システムの新たな開発（導入）又は更改に合わせて、情報通信機器やソフトウェアのＩＰｖ６対応化を図る。

重点計画２００８（平成２０年８月）

電子政府・電子自治体システムのIPv6 対応化
IPv6 の電子政府における利用が、電子政府サービスにおけるセキュリティ強化や府省をまたがる共同利用システム構築等に有

益であることを考慮し、また、IPv4 アドレス枯渇への先導的な対応を実施する観点から、各府省は、原則として、2008 年度までに
各情報システムの新たな開発（導入）又は更改に合わせて情報通信機器及びソフトウェアのIPv6 対応を図るとともに、2010 年まで
に電子政府システムをIPv6 対応に改修する。
この円滑な実施のための以下の措置を実施する。
ａ） 各府省庁は、「電子政府システムにおけるIPv6 ネットワーク整備に向けたガイドライン」を参考として、2008 年度も引き続き、情

報システムのIPv6 対応化を進める。
また、地方公共団体においても、政府の取り組みを参考に、地方公共団体のシステムのIPv6 対応化を進める。

日本政府におけるＩＰｖ６の導入計画

出展：MIC資料
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まとめ

１．数：米国、中国は、急速にPhase-2に移行。
日本は、相変らずPhase-1 が多い。

⇒IPv6 Forumは、Phase-1ではなく、Phase-2の取得を強く推奨
していることもあり、日本のPhase-2開発の促進が必要。

２．伸び率：日本では、Phase-2の伸び率が少ない
⇒日本でのIPv6への移行の環境整備の促進が必要。

（IPv4アドレス枯渇対応タスクフォースの今後の活動に期待）

３．時期：米国では、今年4月ごろから急速に申請数が伸びている。
⇒早く、IPv6化を考えないと、政府調達（米国、日本）などのビジ

ネスチャンスを喪失する恐れがある。

JATEの日本語での技術支援等、日本での環境も整備されてき
たので、ぜひ日本でのPhase-2機器開発と申請をお願いしたい。
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ご清聴ありがとうございました。

JATE


